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（１）有明海・八代海の環境の保全、改善及び水産資源の

回復等による漁業の振興に関する件について

① 抜本的な干潟等再生方策の検討
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２ 議事



１ 陸域からの土砂供給等による底質改善メカニズム
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環境立県推進課

【これまでの調査結果・概要（H30～R5）】

 環境浄化能力に優れたアサリの資源回復は、水産資源としての価値にとどまらず、底質環境の改善にとっても重要。

 砂の供給がなければ、干潟は削られる傾向。干潟の維持には陸域からの砂の供給が不可欠。

有明海・八代海等の再生に係る提言（令和２年２月１８日）

陸域からの土砂供給や潮流・潮汐などによる泥土の堆積進行メカニズムの解明や
具体的な再生手順について、引き続き国に強く要望するとともに、県としても海域環
境に配慮しながら水産資源の回復を目標として、海域環境に影響を及ぼす硫化物
やヘドロの除去、泥質化の防止対策に向け主体的に取り組まれたい。

１ 抜本的な干潟等
再生方策の検討

有明海・八代海の再生に向けては、必要な対応を国に求めるとともに、本県として
も、海域環境の改善と水産資源の回復に向けて、以下の諸課題について、各部局
連携を図りながら、実効性のある調査・研究を推進されたい。

■ 陸域からの土砂供給、潮流・潮汐の変化などによる底質改善メカニズム
■ 栄養塩等と水産資源の関係
■ 赤潮発生の原因究明と対策技術の開発
■ 海水温上昇に伴う海域環境等への影響 等

３ 再生に向けた
調査・研究の充実

解決の糸口や国の取組みの後押しとなるよう、県でも底質改善に向けた調査・研究を実施

【参考】有明海・八代海等総合調査評価委員会「中間とりまとめ」（R4.3.31）

⇒再生方策は示されず、多くの項目で更なる調査研究が必要。

今後の課題として、河川流域からの土砂等の流入物質の輸送・堆積過程（海底床高さ等）の解明などの

データの蓄積を図り、効果的かつ有効な取組みの検討等に役立てていくことが重要とされている。
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大学等と連携し、令和５年度に面的に設置した上流の砂礫のモニタリングを実施。
※アサリの増殖効果に違いが見られると予測された地点の計５カ所に河川上流の砂礫を設置することで、

砂礫設置場所の適地を検証。（右下図）

● 砂礫設置による生態系への影響を調査
砂礫の設置後５か月以降に底生生物の種数が増加す

る傾向が見られた。

取組み② 砂礫設置による環境改善効果の検証

１ 陸域からの土砂供給等による底質改善メカニズム 環境立県推進課

● 設置した砂礫の土砂動
態の観測並びに、生態系
の状況を調査。

砂礫の設置場所内のア

サリは外部より殻長が約
１０mm長いことを確認。

取組み① 砂礫を設置したあとのモニタリング

砂礫設置地点

拡大図

＜令和６年度結果について＞
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アサリ殻長の実験区間の比較
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※令和５年度有明海・八代海等海域
環境検討業務報告書を一部修正



１ 陸域からの土砂供給等による底質改善メカニズム
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環境立県推進課

 河川上流の砂礫の設置による環境改善効果の継続調査。

 取組みの成果等を活用し、干潟の維持に不可欠な陸域からの砂礫の供給の手法につ
いて国等と連携して検討していく。

【今後の方向性】

【令和７年度】取組状況

設置した砂礫

大学等と連携し、令和５年度に面的に設置した上流の砂礫のモニタリングを継続。

また、上流から下流への砂礫の供給に向けて、関係機関のデータ及び流域全体の現状・課
題を整理し、対応策を検討。

● 設置した砂礫の土砂動態の観測並びに、生態系の状況を調査。

※ 礫混じりのダム砂を設置することは、エイによる捕食を緩和し、アサリ個体群
の伸長を促進している原因の一つとなっている可能性がある。

● 砂礫設置場所における種多様性を確認し、砂礫設置による環境
改善効果などを検証。

取組み① 砂礫を設置したあとのモニタリング

取組み② 土砂動態シミュレーションモデルの構築

● 河口干潟部を含めた流域全体での環境改善に資する知見を得る
ため、緑川において土砂動態シミュレーションモデルを構築。



 土砂堆積状況、干潟環境への影響等を調査するため、 Ⓐ埋立て、Ⓑ澪筋、
Ⓒ小島を作った場合の土砂堆積シミュレーション等を実施。

Ⓐ埋め立てた場合 Ⓑ澪筋を作った場合 Ⓒ小島を作った場合

（１）概要
水害が想定
されるエリア

生物への影響
が想定される
エリア
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２ 土砂堆積シミュレーション 環境立県推進課

（２）進捗状況
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● シミュレーションに必要な現在の地形の実測データ（右図参
照）等の収集及び上記３パターンの土砂堆積シミュレーション
が完了。
※シミュレーション結果は次頁

（参考：シミュレーション条件）
・計算メッシュ：１１５ｍ×１１６ｍ
・計算範囲：不知火干拓西端（右図A付近）から湾奥部に流入する

河川の一部まで
・計算方法：流速・流向の変化に伴う湾奥部内における堆積土砂

の輸送・堆積過程を解析

● 現在、内水被害の影響シミュレーションを実施中。

A
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地盤高の比較
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出典：田井明ら，「八代海北部海域の近年の地盤高変化と海岸線改変による影響
の評価」土木学会論文集Vol.81, No.18 （2025年）特集号（海洋開発）掲載予定
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２ 土砂堆積シミュレーション 環境立県推進課

年間堆積速度（m/年）

堆積傾向

Ⓐ埋立て

Ⓒ小島

堆積傾向

実測結果※

※実測結果
２００６年と２０２４年の地盤高の差を経年で除した値

２００６年～２０２４年の地形変化（m/年）

Ⓐ～Ⓒでわずかな差は見られるものの、湾奥部全体では堆積傾向となり、抜本的対策には至っていない。

（３）結果

 内水被害の影響シミュレーション等を実施。（⇒１２月もしくは２月特別委員会で報告）
 本調査結果の令和８年度有明海・八代海等総合調査評価委員会報告書への掲載について、引き続き環境省と協議。

（４）今後の方向性

：Ⓐ～Ⓒの
地形を作る
ために盛土※

※ 澪筋、小島等の人工物
が海流に及ぼす影響を調
査するため、今回は現状の
土地に土砂を盛土しただけ
のシミュレー ションを実施。

今後は河口周辺を掘削
し、その土砂を利用して澪
筋等を造成するシミュレー
ションが必要。

※実測結果
２００６年と２０２４年の地盤高の差を経年で除した値

堆積傾向

Ⓑ澪筋



②アサリ等の水産資源回復等による漁業の振興
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赤潮被害の最小化に向けた取組み 水産振興課、水産研究センター

＜１ 赤潮の現状と課題＞

【現状と課題】
○ 本県沿岸では、夏季発生の赤潮が魚類養殖業に大きな

被害を与えており、過去５年間（R２～R６）の赤潮の年間
発生件数は１８～３２件で推移。
そのうち、有害種は、３～１０件発生している。

○ 令和３年から４年連続で被害が発生しており、その総額
は約５０億円となっている。

熊本県海域における赤潮発生件数の推移

平成元年以降の赤潮による主な被害状況

ｼｬｯﾄﾈﾗ属

ｶﾚﾆｱ ﾐｷﾓﾄｲ

有害赤潮プランクトン

八代海における赤潮の発生状況
年度 原因赤潮

被害額
（百万円）

被害数
（千尾又は千個）

主な
被害魚種

H2 ｼｬｯﾄﾈﾗ 1,054 872 ﾌﾞﾘ､ﾏﾀﾞｲ

H12
ｺｸﾛﾃﾞｨﾆｳﾑ、
ｶﾚﾆｱ、
ｼｬｯﾄﾈﾗ

4,014 3,115
ﾌﾞﾘ､ｶﾝﾊﾟﾁ､ｼﾏｱｼﾞ､
ﾄﾗﾌｸﾞ､ｱﾜﾋﾞ

H14 ﾍﾃﾛｶﾌﾟｻ 91 1,651 ｱｺﾔｶﾞｲ
H15 ｼｬｯﾄﾈﾗ 619 412 ﾌﾞﾘ､ﾄﾗﾌｸﾞ､ｶﾝﾊﾟﾁ
H21 ｼｬｯﾄﾈﾗ 870 621 ﾌﾞﾘ､ｶﾝﾊﾟﾁ､ｼﾏｱｼﾞ
H22 ｼｬｯﾄﾈﾗ 1,595 1,081 ﾌﾞﾘ､ｶﾝﾊﾟﾁ､ｼﾏｱｼﾞ
H28 ｼｬｯﾄﾈﾗ 210 71 ﾌﾞﾘ､ｶﾝﾊﾟﾁ､ｼﾏｱｼﾞ
R3 ｼｬｯﾄﾈﾗ 91 65 ｼﾏｱｼﾞ

R4 ｶﾚﾆｱ 1,965 2,916
ﾄﾗﾌｸﾞ､ｼﾏｱｼﾞ､
ﾏﾀﾞｲ

R5
ｺｸﾛﾃﾞｨﾆｳﾑ、
ｶﾚﾆｱ、
ｼｬｯﾄﾈﾗ

1,544 1,124
ﾏｱｼﾞ､ｼﾏｱｼﾞ､
ﾄﾗﾌｸﾞ､ｶﾝﾊﾟﾁ､ﾌﾞﾘ

R6
ｼｬｯﾄﾈﾗ､
ｶﾚﾆｱ､
ｺｸﾛﾃﾞｨﾆｳﾑ

1,480 665
ｶﾝﾊﾟﾁ､ﾌﾞﾘ､
ｼﾏｱｼﾞ､ﾄﾗﾌｸﾞ
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赤潮被害の最小化に向けた取組み 水産振興課、水産研究センター

【赤潮の発生及び被害状況】

（１）赤潮の発生状況
４月２１日：八代市鏡町地先で警報発令基準（海水1mL当たり

１０,０００細胞以上）を超えるヘテロシグマ アカシオを
確認
八代海に今年度初となる赤潮警報を発令

５月１２日：ヘテロシグマ アカシオが注意報基準値を下回ったた
め、八代海に発令していた赤潮警報を解除

５月１４日：八代市鏡町地先等で警報発令基準（海水1mL当たり
１０,０００細胞以上）を超えるヘテロシグマ アカシオを
確認
八代海に赤潮警報を発令

６月 ４日：ヘテロシグマ アカシオが注意報基準値を下回ったた
め、八代海に発令していた赤潮警報を解除

８月１２日：八代海北部海域で警報発令基準（海水1mL当たり
１０細胞以上）を超えるシャットネラ属を確認
八代海に赤潮警報を発令

８月２５日：天草市楠浦町地先で警報発令基準（海水1mL当たり
１,０００細胞以上）を超えるカレニア ミキモトイを確認
八代海に赤潮警報を発令

９月１６日：上天草市からの被害報告を受け、水産関係危機管
理対策本部を設置

（２）被害軽減に向けた取組み
○ 養殖業者１５グループにより、４月２８日以降、随時調査を実

施し、ＳＮＳを活用して関係者間で即時共有。
○ 濃密な有害赤潮が確認された八代海の各海域で、赤潮駆除

剤を合計約１８トン散布。

-9-

（３）赤潮の被害状況 （９月２５日速報）

（４）対策本部の設置
○ ９月１６日に、本庁に水産関係危機管理対策本部を、関係広

域本部に水産関係危機管理現地対策本部を設置し、それぞれ
対策本部会議を開催。

○ 対策本部では、赤潮発生、駆除剤散布、漁業被害及びへい
死魚処理状況等を把握するとともに、赤潮監視体制を強化し、
漁業者等への注意喚起を実施。

八代海におけるシャットネラ属の発生状況

図の●は警報レベル（海水1mL当たり10細胞以上）、
●は警報レベル未満のシャットネラ属が確認された海域

被害尾数（尾）被害金額（万円）魚種名市町名

６,５００２１２シマアジ上天草市

６,５００２１２合計

8月7日
発生初認

8月12日
警報発令

9月14日

9月5日

9月22日 9月25日



赤潮被害の最小化に向けた取組み 水産振興課、水産研究センター

＜２ 取組みの方向性＞

○ 被害の最小化に向けて、赤潮を早期発見し、関係者間で迅速に情報伝達を行う赤潮情報ネットワーク体制の
構築を図るとともに、早期対応策として効果的な赤潮駆除剤の散布や餌止めについて適切な指導を実施。

○ 赤潮発生メカニズムの解明や防除技術の開発及び実用化については、国と連携して早期に実現されるよう、
県としても研究の加速化を推進。

＜３ 赤潮被害の防止に向けた取組み＞

（１）関係者と連携した赤潮の早期発見のための取組み
県では国の事業等を活用しながら、赤潮早期発見のための体制づくりを推進。

① モニタリング及び情報共有体制の整備による赤潮監視体制の強化
・ 連携によってモニタリング頻度が向上し、赤潮の初期発生段階での対応が可能となった。
・ 調査結果は、ＳＮＳ等を活用し、即座に関係者間で共有し、赤潮の動向を把握。

② テレメーターによるリアルタイムの自動連続観測
・ 有害プランクトンセンサー等を用いた自動モニタリングにより漁場環境等を24時間監視。
・ モニタリング機器の精度維持のためのＵＶ（紫外線）照射装置の効果の実証。
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テレメータシステムによる
24時間自動連続観測

養殖業者による
赤潮調査状況

ＵＶ照射装置

センサー

ＵＶ照射なし

ＵＶ照射あり

１カ月後

１カ月後

３カ月後

３カ月後

ＵＶ照射装置の効果
テレメータシステム

の設置状況

鹿児島県
東町漁協

熊本県
海水養殖
漁協

熊本県・海水養殖漁協共同運用

熊本県

国水研



赤潮被害の最小化に向けた取組み 水産振興課、水産研究センター
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（２）漁業者が行う赤潮の被害軽減のための取組み

① ＡＩ技術を活用して有害赤潮の増殖傾向を事前に把握するためのシステム開発

② 赤潮駆除剤の備蓄と散布
・ 今年度追加備蓄した赤潮駆除剤 １４トン（９月１１日時点で５１トンを備蓄）。
・ 今年度は赤潮駆除剤１８トンを楠浦地先、御所浦地先、牛深地先で散布。

③ 新たな駆除剤の効果の実証
・ カレニア赤潮を主対象とした新たな赤潮駆除剤（酸化マグネシウム）の効果の

実証試験を実施（７月３１日、楠浦湾）。
・ 既存駆除剤と比較して約１.２～１.５倍の駆除効果を確認。

④ 漁場環境改善を目的とした海底耕うんや底質改良剤の散布

⑤ 大道地区・御所浦地区の４漁場において、赤潮原因プランクトンを捕食して赤潮を抑制する効果が期待され
るカキ類の魚類養殖場周辺での実証試験を実施中

赤潮駆除剤の散布

底質改良剤の散布海底耕耘に使用する桁 カキ殻を加工した底質改良剤



⑥ 養殖魚が赤潮から自発的に逃避できる施設の整備
・ 足し網の整備

令和６年度に６８枚を導入済み、令和７年度に１枚を導入予定。
・ 底枠の整備

令和６年度に４４枠を導入済み、令和７年度に２４枠を導入予定。
・ 大型生簀の整備

令和７年度に３２基を整備予定。

⑦ 新規及び避難漁場を開拓するための漁場調査
牛深地区近隣を対象に調査を実施。

（３）赤潮研究の高度化の推進
・ 令和７年４月１５日に赤潮対策プロジェクトチームを水産研究センター内に設置し、赤潮対策に係る試験研

究を効率的、効果的に推進。
・ 赤潮対策プロジェクトチームには、特別研究員として （国研）水産研究・教育機構瀬戸内海区水産研究所

元所長 板倉 茂 博士を招へい。

赤潮被害の最小化に向けた取組み 水産振興課、水産研究センター
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赤潮発生下での養殖魚の行動

大型生簀

新規及び避難漁場の調査海域（イメージ図）

足し網のイメージ

通常時の生簀（１０～１５ｍ）

足し網（１０～１５ｍ）

足し網後（２０～３０ｍ）

足し網

生簀網



③再生に向けた調査・研究の充実

-13-



赤潮発生の原因究明と対策技術の開発 水産振興課、水産研究センター
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＜１ 八代海における令和７年度と令和６年度の有害赤潮の発生状況の比較＞

八代海における赤潮発生状況（令和６年度と令和７年度の対比）

・ 令和７年度は、梅雨入りが平年より早く、 ８月上旬までは珪藻類等の競合種が増殖し、有害種の発生を抑制。

８月中旬の大雨以降、珪藻類が優占していたが、９月上旬にはシャットネラ属が広範囲に増殖して赤潮化。

・ 一方、令和６年度は、梅雨入りが平年より遅く、晴天が続いて少雨であったことから、栄養塩を競合する珪藻類が少

なく有害種の増殖に適した環境であったため、有害種が早く発生し、複数の有害種が交代しながら長期間にわたり
赤潮化。

：シャットネラ赤潮警報の発令期間



赤潮発生の原因究明と対策技術の開発 水産振興課、水産研究センター

-15-

令和７年度のシャットネラ属赤潮の特徴に関する考察
・ 春先の底層水温が低かったため、シャットネラ属の初認が昨年より約１か月遅かったこと、及び競合種が優占したこと

から、シャットネラ属の増殖が抑制。
・ ８月１１日の大雨で栄養塩が供給され、シャットネラ属及び珪藻類が発生したが、珪藻類が優占化。
・ その後、表層の栄養塩が減少し、優占していた珪藻が減少。
・ シャットネラ属は、日周鉛直移動により中底層の栄養塩を利用して増殖し、９月上旬に広範囲で赤潮化したと推察。
・ ９月中旬には、シャットネラ属は急速に減少し、赤潮はほぼ終息。

令和７年度におけるシャットネラ赤潮の増殖に関する模式図



赤潮発生の原因究明と対策技術の開発 水産振興課、水産研究センター
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＜２ 令和７年度における赤潮対策研究等の取組状況の概要＞

（１）赤潮対策プロジェクトチームの取組み

① 魚類養殖（有害赤潮）

・ 赤潮発生予察技術の開発

・ 珪藻類の海洋放出による有害赤潮の発生抑制

・ 有害赤潮の発生中も給餌可能な餌料の開発

② ノリ養殖（冬季珪藻赤潮）

・ 赤潮発生予察技術の開発

・ 季別運転による栄養塩供給がノリ養殖に与え

る効果の検証

（２）漁業者等の取組み等への指導・助言

① 赤潮対策に係る現地勉強会

② 実証試験に係る取組支援 （カキ複合養殖試験、現場モニタリングの高度化への支援 ）

自動水質監視テレメーター（楠浦湾）
プランクトン

検出センサー

赤潮対策プロジェクトチーム発足式（４月１５日）

赤潮対策に係る現地勉強会
（５月１３日、天草市御所浦町）

カキ複合養殖試験
（上天草市龍ヶ岳町地先）



赤潮発生の原因究明と対策技術の開発 水産振興課、水産研究センター
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熊本県における赤潮対策取組状況
報告会（７月２４日）

改良餌料の給餌による被害抑制実証
試験に係る現地説明会（７月１６日）

（３）赤潮対策プロジェクトチームや取組状況の情報発信

① 漁業者等への試験実施に係る情報提供
・ 珪藻類等による有害赤潮プランクトンの発生抑制試験（５月２９日）
・ 改良餌料の給餌による被害抑制実証試験に係る漁業者への現地説明会（７月１６日）

② 海の再生及び環境対策特別委員会視察（７月２２日）
【内容】 板倉特別研究員講演、漁業者との意見交換、天草市御所浦町地先海上視察（調査船乗船）、所内視察

③ 熊本県における赤潮対策取組状況報告会（７月２４日）
【内容】 板倉特別研究員講演、上天草市大矢野町地先海上視察（調査船乗船）、所内視察

④ 県HPでの取組状況に係る情報発信

海の再生及び環境対策特別委員会

視察（７月２２日）



赤潮発生の原因究明と対策技術の開発 水産振興課、水産研究センター
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＜３ 主な赤潮対策研究等の進捗状況＞
（１）赤潮発生予察技術の開発

○ 赤潮の発生、拡大の予測及び事前被害防止対策により、被害を最小化するため、国や関係機関等と連携した

高頻度のモニタリング実施や赤潮発生予察技術の開発

・ 高頻度のモニタリング調査や連続観測を行い、結果をホームページに公開。

・ モニタリング調査や連続観測で得られる日別データを用いた、新たな発生日予察手法の開発に着手。

・ 風や潮流等のデータを用いた、赤潮拡大予察手法の開発を実施中。

「赤潮ネット」で公開されている高頻度モニタリング等で得られた
シャットネラ赤潮の分布情報

（観測期間：令和7年（2025年）7月28日～8月27日の場合）

赤潮発生及び拡大予察手法の開発に向けた共同研究体制
（八代海海域）

×:0 0.1～1未満 1～10未満 10～100未満 100～1,000未満
（単位：細胞/ml）

自動連続観測ブイ（姫戸沖）
（八代海水質連続観測HPから）



クルマエビ養殖池での珪藻類等プランクトンの培養および楠浦湾への放出

・ 試験実施場所 天草市楠浦町

・ 培養期間 ４月２４日から７月１７日

・ 放出日及び量 １回目 ５月２９日（放出量４，０００トン）

２回目 ６月２４日（放出量２，６００トン）

３回目 ７月１７日（放出量１，８００トン）

放出前後の珪藻類等プランクトンおよび有害赤潮プランクトンの発生状況調査

・ 試験実施場所 天草市楠浦湾

・ 調査期間 ５月２８日から８月６日

放出日前後および放出から１週間ごとに６定点で調査

（合計１４回実施）

・ 調査項目 水温、塩分、クロロフィル、栄養塩、有害プランクトン、

珪藻類等プランクトン（熊本県立大学が同定）

赤潮発生の原因究明と対策技術の開発 水産振興課、水産研究センター
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○ 有害赤潮プランクトンと競合関係にある珪藻類等を海域で増殖させることで、有害赤潮プランクトンの発生及び赤潮
化を抑制し、赤潮被害の最小化を図ることを目的に、熊本県立大学、クルマエビ養殖業者と連携して実施。

クルマエビ養殖池と海域調査定点
（出典：国土地理院地図）

養殖池から楠浦湾への放出状況（５月２９日）

天草市

養殖池

（２）珪藻類の海洋放出による有害赤潮の発生抑制



赤潮発生の原因究明と対策技術の開発 水産振興課、水産研究センター
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○ 令和７年度の実施状況

・ 放出以降、楠浦湾内では有害赤潮プランクトンと競合する珪藻類等が多く確認された。

・ 放出以降、楠浦湾で警報基準以上の有害赤潮プランクトンは調査期間中に確認されていない。

・ 楠浦湾で確認された珪藻類等が、クルマエビ養殖池から放出したものが増殖したのか、今後、熊本県立大学
がＤＮＡ解析等により同定し、令和７年度末にかけて判断する予定。

調査期間中における有害種（カレニア ミキモトイ）及び珪藻等プランクトンの推移

（細胞/ml）

カレニア警報基準値

5/29 第1回放出 6/24 第2回放出 7/17 第3回放出

珪藻類

珪藻類



赤潮発生の原因究明と対策技術の開発 水産振興課、水産研究センター
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上天草市龍ヶ岳高戸地先の試験筏改良餌料の作製状況

試験実施場所（出典：国土地理院地図）１区：通常餌料シマアジ区（赤潮発生時は餌止め）
２区：改良餌料シマアジ区
３区：通常餌料マダイ区 （赤潮発生時は餌止め）
４区：改良餌料マダイ区

・試験場所 上天草市龍ヶ岳町高戸地先の八代海

・試験期間 ７月２日から９月１６日

・試験内容 赤潮発生時に改良餌料を給餌し、餌止めと 同等のへい死

抑制効果があるかを確認する。

①供試魚：マダイ、シマアジ

②試験筏：１０m×１０m 角筏１基

③試験区：

供試魚（シマアジ・マダイ）

1区

２区

３区 ４区

（３）有害赤潮の発生中も給餌可能な餌料の開発

上天草市

○ 水産研究・教育機構が開発中の、「赤潮に対してへい死軽減効果が期待できる改良餌料」について、効果の現場
実証試験を実施。
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赤潮発生の原因究明と対策技術の開発 水産振興課、水産研究センター

【給餌試験の状況】

５月２９日：全試験区で通常餌料の給餌を開始。

７月 ２日：改良餌料区で、改良餌料の給餌を開始

８月１３日：前日に周辺漁場で、２８細胞を確認。通常餌料区を餌止め（～８／２２、１０日間）。

９月 ６日：前日に周辺漁場で、１，２００細胞を確認。通常餌料区を餌止め（～９／１６、１１日間）。

９月１０日：試験場所で最大５９細胞確認

９月１６日：試験を終了し、詳細な分析を開始。 改良餌料給餌状況
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供試魚の魚体重の推移

○ ８月１２日にシャットネラ属の細胞数が警報発令基準（海水1mL当たり１０細胞以上）を超えたため、通常餌料区に
ついて、８月及び９月に２回、合計２１日間の「餌止め」を実施。

○ 改良餌料区及び通常餌料区で供試魚（シマアジ、マダイ）のへい死はなし。
○ 試験期間中の成長について、マダイの改良餌料区では、順調に成長したことを確認。
○ 今後、詳細な分析を実施予定。

改良餌料給餌開始 通常餌料区餌止め

４区 改良餌料マダイの成長比較
左：７月１日、右：９月１６日



【令和７年度の調査計画】

・ 試験実施場所 熊本市松尾地先（熊本市西部浄化センターの処理水放出口隣接漁場）

・ 調査期間 ９月下旬～３月下旬 （月２回の頻度で計１３回実施予定）

季別運転前～季別運転中～季別運転終了後の環境測定を実施

・ 調査時間 中潮～小潮時の満潮から２～３時間後

・ 調査内容 現地採水、水温、塩分、クロロフィル、栄養塩、プランクトン組成及びノリ漁期はノリの色調

赤潮発生の原因究明と対策技術の開発 水産振興課、水産研究センター
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（４）季別運転による栄養塩供給がノリ養殖に与える効果の検証

○ 下水処理場の季別運転による栄養塩の拡散状況、ノリの色調変化や珪藻プランクトンの増殖状態などを調査して、
ノリ色落ち抑制効果及び海域への影響を確認し、季別運転による海域への栄養塩供給について、今後評価予定。

熊本市松尾地先の海域調査定点
（出典：国土地理院地図）

下水処理場から百貫港への放出口 ノリ漁期時の葉体の採取状況

は調査点を示す
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④上流から下流まで連携した海洋ごみ等対策の推進
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１ ごみの海洋への流出防止対策

【現状・課題】
・海洋プラスチックごみの多くは、陸域から河川や水路を介して海洋へ流出
⇒ 河川や海洋に流出して散らばる前の効率的なごみ回収が必要

・海域に漂着したプラスチックごみには、消費者、農業、漁業由来のプラスチックごみが多い
⇒ 発生源に応じた流出防止策により、廃プラスチックを環境中に放出しないことが必要

・プラスチックをリサイクルできる体制整備が必要
⇒ 市町村の分別回収・リサイクルを一層促進 ※「プラスチック資源循環促進法」施行（R4.4月）

【取組みの方向性（３本柱）】
①回収
陸域及び海域での回収を強化

②排出抑制
発生源に応じたポイ捨て防止等の啓発強化
農業・漁業資材等の海洋への流出防止
プラスチック代替製品の活用促進 等

③リサイクル
分別回収、リサイクルに係る市町村等の取組みを支援R2.2月「くまもと海洋プラスチックごみ『ゼロ』推進会議」

の提言を踏まえ、市町村、関係団体と連携して
「回収」、「排出抑制」、「リサイクル」の取組みを推進
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循環社会推進課
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【回収の取組み】

◎ 陸域及び海域での回収強化

・沿岸市町による海洋ごみの回収・処理や、発生抑制
対策（巡回パトロール）に対する補助。
R7年度は5市3町に交付決定。

・漁業者がボランティアで持ち帰った海洋ごみの処理
費用に対して定額補助を実施。
R7年度は1市2町に交付決定。

【排出抑制の取組み】

◎ 発生源に応じた啓発・流出防止対策

・農業団体・漁業団体との連携による資材等（農業用フィル
ム、漁網等）の管理状況を巡回。また、啓発のための
チラシを配布。

チラシを作成し、巡回に併せて配布農業用フィルム 漁網

回収された海洋ごみ（津奈木町） 巡回パトロール（宇土市）

１ ごみの海洋への流出防止対策 循環社会推進課
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・プラスチック代替製品導入を促進させる「くまもとプラスチック
スマート」活動の認知度及び協力事業者のインセンティブ向上
のために、缶バッジを作成し、活動に賛同する加盟店舗利用
客に配布するキャンペーンを実施。

・自治体や観光協会と連携して、インバウンドを含めた観光客
に対してポイ捨て防止等の意識啓発を実施。

【リサイクルの取組み】

◎ 分別回収に向けた市町村支援
・市町村によるプラスチックごみを含む資源ごみ等の分別
回収拡充等に向けた取組みを支援。
R7年度は4市1組合に交付決定。

◎ リサイクル製品等利活用への支援
・県の認証によるリサイクル製品の普及啓発と利用促進。
・リサイクル等を通じ廃棄物の抑制につながる施設整備

への補助を実施。

【今後の方向性】
・国に対して海洋ごみの回収・処理等に係る予算確保について引き続き要望していく。
・プラスチックごみの海洋への排出抑制を図るため、各関係団体との連携により、更なる周知啓発等に取り組む。
・引き続き市町村によるプラスチックごみを含む資源ごみ等の分別回収拡充等に向けた取組みを支援するととも

に、プラスチック資源循環促進法やリサイクル認証製品等について、更なる周知を図る。

くまもとプラスチックスマート
に係る缶バッジ配布チラシ

市町村により設置されたプラ
ごみの回収ボックス（南関町）

ごみポイ捨て防止チラシ

分別、排出方法を記載した
ごみ出しカレンダー（美里町）

１ ごみの海洋への流出防止対策 循環社会推進課



海域の漂流ごみ： ①環境省補助事業を活用し、熊本県漁業協同組合連合会（以下、県漁連）と連携しながら、漂流・海底ごみ
の回収・処分を実施

②白川河口域において、地元漁協と連携しながら、漂流物対策フェンスの設置及び管理を実施

海岸の漂着ごみ： ①環境省補助事業を活用し、沿岸の8市町において回収・処分を実施
②漁港海岸・農地海岸・建設海岸・港湾海岸・一般海岸について、各管理者が回収・処分を実施

国、沿岸市町等との連携： ①国交省の海洋環境整備船「海輝」「海煌」と連携し、海域の漂流ごみを回収・処分
②国、県、沿岸市町、県漁連を構成員とする「ごみ対策連絡会議（令和元年設立）」において、毎年、

ごみ対策に関する情報交換と連携したごみ回収処理の実施を確認。（今年度は6月17日開催）

その他： 迅速なごみ対策ができるよう、漁業者等からの海洋ごみの対応窓口を漁港漁場整備課へ一元化（平成30年）

２ 漂着ごみ・漂流ごみの対策

- -

漁港漁場整備課・農地整備課・河川課・港湾課・環境立県推進課・循環社会推進課

＜１ これまでの取組み＞

漁業者による漂流ごみの回収 漂流物対策フェンス（白川河口） 海洋環境整備船との連携（R6） ごみ対策連絡会議

【参考】くまもと・みんなの川と海づくりデー

・県内各地で、河川や海岸の一斉清掃活動を実施。
Ｒ７ 実施予定市町村数：29市町村 参加予定者数：約21,600人
〇メイン会場（荒尾市 蔵満海岸） 日時：8月24日（日）午前7時30分～

参加者数：地域住民、関係団体等を中心に約400人

【今後の方向性】

清掃活動は、コロナ禍で実施市町村、参加者数ともに減少していたが、コロナ前の状況ま
で回復。実施市町村だけでなく、地域のボランティア団体等とも協力して清掃活動を実施
するよう働きかけを行う。 清掃活動の様子（荒尾市）

漁業者による海底ごみの回収（R6）
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・今後も大雨等により漂流・漂着ごみが発生することが懸念されるため、引き続き関係機関と連携し適時適切に対応する。

②国による回収
国土交通省が海洋環境整備船「海輝」「海煌」で回収。回収量169m3

①漁業者との連携による回収
熊本県漁連と連携し回収。 回収量310m3

◇海岸保全施設及び漁港・港湾の機能保全・回復等のため、 海岸・漁港・港湾の各管理者において回収中

（２）漂着ごみの回収状況

・海岸、漁港、港湾の漂着物を、各管理者（県、市）が順次、回収に着手。

※8月31日時点 回収量約2,500 m3

＜２ R7年度の取組み状況（令和７年８月大雨への対応状況）＞

・有明海の沿岸、八代海北部海域でヨシや木くず、流木等の漂流・漂着を確認。
・海岸漂着物の量は、海岸・漁港・港湾の各管理者が調査・集計。

※有明海 約4,900 m３ 、八代海 約2,500 m３（8月20日時点）

R7.8.14
海煌による回収
（熊本港沖合）

（１）漂流ごみの回収状況

＜海洋ごみの発生状況＞

R7.8.26
海岸管理者
による回収
（鍋海岸）

里浦海岸（R7.8.19）荒尾海岸 （R7.8.14） 鍋海岸（R7.8.19）

＜海洋ごみの回収状況＞

100ｍ３以上漂着した海岸

＜今後の方向性＞

漂着物位置図

◇船舶の航行の安全確保や漁業への影響回避のため、海域の漂流ごみを国、県、漁業者が連携し回収中

永尾海岸（R7.8.14）

荒尾海岸

鍋海岸

高道海岸

玉名横島海岸
四番海岸

海路口海岸

豊川海岸
永尾海岸

塩屋浦海岸

松合海岸

手場海岸

里浦海岸

新地海岸

和鹿島海岸

文政海岸

昭和海岸

郡築海岸

凡例

農地海岸

建設海岸

港湾施設
熊本港

長洲港
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２ 漂着ごみ・漂流ごみの対策 漁港漁場整備課・農地整備課・河川課・港湾課・環境立県推進課・循環社会推進課



（２）報告

くまもと県産木材炭素貯蔵量認証制度の創設
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＜ １ 制度概要＞

認定証・
ＰＲイメージ

参考：申請者のイメージ
【事例① 住宅の場合】
Ａ工務店（住宅の施工者）

対象施設：住宅戸数 3件
県産木材使用量：60㎥（合計）
炭素貯蔵量：36.4ｔ-CO2

（一世帯当たりのCO2排出量約10年分に相当）
※3.7ｔ-CO2/年：一世帯当たり

【事例② 住宅以外の場合】
学校法人 B大学（施主）

対象施設：新築校舎
県産木材使用量：138.4㎥
炭素貯蔵量：83.9ｔ-CO2

（一世帯当たりのCO2排出量約22年分に相当）

【対象となる申請者】

・民間建築物の施主
・住宅の場合は工務店等

【対象となる建築物】

・過去3年以内に建築された
木造建築物及び住宅等

＜ ２ 制度スキーム＞

『デカボナ木業※１』

※１ 本制度により炭素貯蔵量の認証を受けた企業等で、要領第５条に基づく。「デカボナ」は、脱炭素の英語
（Decarbonization（デカボナイゼーション））を略したもので、木業（きぎょう）は、カンパニーとしての「企業」

に､木材の「木」を充てた造語。建築物に木材を使用することで、脱炭素社会の実現に貢献する企業。

くまもと県産木材炭素貯蔵量認証制度の創設
～脱炭素社会への貢献を『見える化』することによる民間建築物での木材利用を促進～ 林業振興課

申
請
者

県

※２ ①「大規模エネルギー使用事業者」又は「自動車運送事業者」
②これら以外の任意で計画書を作成・提出した事業者

※３ 県産木材による炭素貯蔵量のみ記載可能

≪メリット１≫ 

脱炭素社会に貢献した証として対外的なPR、

企業イメージの向上

≪メリット２≫申請者が

「『熊本県地球温暖化の防止に関する条例』に基づ
き、事業活動に伴うCO２排出状況や削減目標等を県

に報告する制度の対象事業者※２」の場合

認証された炭素貯蔵量※３を、温室効果ガス
排出量の削減量として計上可能

≪メリット３≫申請者が

『熊本県SDGs登録事業者』の場合

認証された炭素貯蔵量を、 SDGsの達成に向
けた取組みの実績として使用することが可能

申請

●森林には二酸化炭素を吸収・固定する働きがあり、森林から生産された木材を建築物に利用することで、

長期間にわたり炭素を木材に貯蔵し、脱炭素社会の実現に寄与することができる。

●このため、木材の炭素貯蔵量を『見える化』することで、脱炭素に貢献した企業等のPRや、民間建築物

における木造化・木質化といった木材利用を後押しする制度を創設。

●民間建築物に使用された木材量について、国が制定したガイドラインに基づき、炭素貯蔵量を県が算

出し認証。併せて、県は認証した炭素貯蔵量について、建築物の施主や工務店等に「認証書」を交付・

公表。さらに、認証を受けた企業を『デカボナ木業※１』と称しPR。
き ぎょう

認証


